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スライドセッション

「利用者の期待に添う診療を目指して（３）」

～クライエント満足度調査票（CSQ）を利用して３年目～

三重県　北勢病院

　クライエント満足度調査票＝CSQとは、利用者様・家族の満足度を調査し、その充足をサービスの指標戸とする為のアセスメントだと、北勢病院では平成１３年よりアンケート調査を実施し、変化するニードに対応していく事を目的にしたとの事だった。

　３年目にあたる今回も１年間を区切りとして、その調査結果を分析、考察したとの発表だった。

· 診察までの待ち時間短縮

現在当院では、週2日予約診療を行っている。（１診：再来　２診：与薬・新患）

予約制導入により、利用者様の来院時間が明確隣待ち時間が短縮された。但し「医療の質・説明」項目の向上は認められなかった。

時間の拘束を強いられる予約診療において、一人の利用者様に時間を費やす事の難しさが現れた。

· 病院スタッフの対応

上記項目の不満足は、医師の対応時間の少なさが反映されている。対応策として、診療前後の待ち時間を利用した精神保健福祉士による相談業務を実施している。

「地域生活支援室」の設置。

訪問看護・指導を開始し、病院内だけでなく、地域でも相談対応が出来る様にな対策を行った。

· 「利用者の声」ボックスの利用法

外来待合い室に「利用者の声」ボックスの設置をした事により、様々な病院への評価を得る事が出来た。

意見に対して療養環境改善委員会で対応策を協議し、利用者にわかる様に張り出している。

病院において利用者のニーズを知り、サービスの向上を目指していく事は日々継続して行っていく必要がある。利用者の満足に対して、病院側からの独断的な提供がその効率をどれだけ落としているか、CSQの用紙を見るたびに考えさせられるとの事だった。

＜考察＞

　利用者様（患者様）の声を聞き、利用者様が今何を病院に求めているかをしっかり見極める手段として満足度調査が有効な働きをしている事は理解できた。ただそれが反映されていなければ、何の価値もないのではないだろうか。これからは利用者様との信頼関係が大事であると思う、その為にはやはり利用者様が納得出来るサービスを心掛けていかなければならないと思う。

ポスタ-セクション

「看護部リスクマネージメント委員会のあゆみ」

新潟県　柏崎厚生病院

柏崎厚生病院では、平成１２年１０月に院内リスクマネージメント委員会が発足した。「医療事故を未然に、

かつ最小限に防ぐ。」ことを目的に活動が開始された。新採用職員研修や、毎週水曜日に開催されている全職員を対象とした院内の勉強会に定期的に研修が組み込まれ、職員の啓発が行われている。また、インシデント・アクシデントの報告は、リスクマネージメント委員長へ直接報告が上がるシステムとなっている。スタート当時は出足の鈍かった報告書の提出は、「報告の多かった部署」へ院長からの表彰と記念品贈呈を機に増加を見せた。平成１５年はインシデント・アクシデント合わせて、年間１，２９８件であった。

　３年経過した現在、委員長から「報告は数多くあがるようになってきたが、事故に対する危機感は薄くなっているのではないか。」という警告が発せられた。確かに看護・介護の場では、マニュアルが上手く活用されていない傾向が見受けられる。逆に、マニュアルに従っても事故報告がはかばかしく減少すると言う成果が見えない。一方マスコミでは連日、医療事故が報じられて手いる。柏崎厚生病院でも、苦情窓口へ寄せられる患者様、ご家族からの声をみると、利用者様の権利意識の高まりを感じさせられる内容が多く、その対応に費やす時間が増加している。

　そこで、平成１６年度の活動方針を定めるため看護部では今までの活動を振り返り、「まずやらなければならない事は何か。」検討してみた。

　その結果、インシデント・アクシデントの病院の傾向と看護部で必要とされている活動で空白であることが明らかになったとの発表であった。

「ヒヤリハット・事故報告からみた医療事故の現状」

兵庫県　正仁会明石土山病院

　昨今、何かとメディアに医療事故が、報じられる様になっている。ハイリッヒの法則によると、「１件の重大事故の背景には２９件の同種の軽症事故、さらには３００件の同種の障害のない事故が存在する。」とあるそこで昨年一年間で、病棟に提出されたヒアリハット・事故報告書７４件を集計し、その原因、または共通点を分析してみた。

　病棟は、男子の閉鎖治療病棟で、５３床である。結果多いのは転倒・転落２４件、与薬１９件である。エラーは日中に多く、事故は夜間に多く起こっている。忙しさの比較では、多忙時より普通時により多くおこっている。

　転倒・転落は一般病院と比べ多く、精神科の特徴の一つと言える。原因としては、向精神薬の副作用、睡眠薬使用後の中途覚醒時によるふらつき等があげられる。また高齢による筋力の低下・認知障害なども考えられる。実際に病棟で起こった転倒は高齢者が多かった。常日頃より、転倒・転落が無い様「ベット柵の使用」「安全ベルトの使用」等の安全の確保に努めているが、今後も安全対策を検討していかなければならない。

　与薬で一番多い準備ミスは１４件である。「同姓患者様又は同室患者様の薬を間違って準備してしまう」「薬の出し忘れ」「日時の間違い」「外泊時、他の外泊者の薬を渡してしまう」等がある。誤薬では「同姓患者様又は似た名前の患者様への誤薬」「割り込みに気付かないで、誤薬してしまう」等がある。複数の看護師の関与により、チェック段階で気付く事が出来る場合もあるが、５件の誤薬が起きている。今後も「二人での与薬」「ダブルチェック」等に加え、十分な確認方法が必要である。

　この結果を生かし、今後も報告されるヒヤリハットの集計・分析を行い医療事故を未然に防止できるよう努め、看護の質を高めたいとの発表であった。

　「事故・ヒヤリハット報告に対する意識調査」

兵庫県　大植病院

　日々の業務において、いかに患者様の、又職員の安全を守れるか努力し看護を実践しているが、何時、何処で、誰かを問わず事故やヒヤリを経験した事が必ずある。当院でも、多くの事故・ヒヤリが多数発生し、内容・件数をデー-タ化したところ、転等・転落が過半数を占めており、同じ事故が繰り返されていた。

　そこで、提出する報告書に何か問題が有るのではないかと考え、職員に対してのアンケート調査を行った。

· 調査方法

　病院職員にアンケート用紙を配布し無記名自由回答方式にて行う。

· 結果

　殆どの看護師・助手共に、事故・ヒヤリを経験しているにも拘らず、報告書の提出率が低いと言う事がわった。又、報告書の記載自体に①面倒②もめる③懲罰的④書き方がわからないと言う４つの問題点が明らかになると共に、報告書に対して職員の意識の低さも露呈した。

· 考察

　アンケートの結果から、４項目の問題点があるために報告書の提出がスムーズに行われておらず、同じような事故が繰り返されている要因になっているのではないかと考えた。それらの事から報告書の提出がスムーズに行えるよう４項目の問題点に対して、報告書の改善が必要と考えられた。また、提出後、事故・ヒヤリ提出後のフィードバックが成されていない事が明らかとなった。そのため報告書を活用するためカンファレンスのもちかたなどを病院の体制として整えることも必要ではないかと考えられた。

　今後は報告書の改定前、改定後の問題点と意識の変化を詳細なデーターを基に発表する予定との発表であった。

　「職員のアンケート結果から考える事故対策」

宮城県　医療法人菅野愛生会　緑ヶ丘病院

　全ての医療従事者は、患者様の安全を優先し、安全に医療を提供する責務がある事を認識して業務に当たる必要がある。

　このため、医療安全の観点から医療従事者としての基本的な倫理論や知識・技能を身に付けると共に常に学び続ける事が必要である事を認識しなければならない。

　また医療従事者は、それぞれの行為のリスクや自己の行動特性を認識すると共に、患者様の疾患や症状に応じたリスクも常に予測し、患者様の安全確保に努めるべきである。

　医療安全管理対策委員会が発足し３年が経過し、委員会において報告されたインシデントについて対応策を検討し現場にフィードバックして事故の再発防止に努めているが、同じ内容の事故等も再発している傾向にあり、対策に苦慮している。

　そこで対策の一案として、全職員を対象に医療事故防止に対しての意識調査アンケートを実施し集計した結果、基本的な事故防止に対する知識の取得及び教育学習が不足している事、委員会での分析検討結果や対策について周知・徹底がなされていないという事であった。

　昨年度の事故発生報告状況を前年度と比較し、動向を検討すると共にアンケート結果をもとに事故対策について考えていかなければならないとの発表だった。

＜考察＞

　いずれも事故に対する発表で興味深く聞く事が出来た。柏崎厚生病院の事故報告の多い部署へは、院長から、「表彰」と「記念品贈呈」との事では、職員がいかに事故報告書を書きたくないかが伺えた。大植病院の発表にも同じ様な事で「面倒」「もめる」「懲罰的」「書き方がわからない」とあり、緑ヶ丘病院では基本的な知識、学習不足、分析検討結果・対策の周知徹底の無さがある。との発表。この様な事であるから同じような事故がいつも起こると思う。自覚の無さも感じられた。自覚を持ちフィードバックがきちんとできれば事故は減り、事故報告書を書かなくてもよくなるのではないだろうか。私達も事故報告書がなくなるよう頑張れればと思う。

　

　「水間病院における転倒事故防止の試み」

大阪府　医療法人河崎会　リハビリテーションセンタ-理学療法室

大阪府　医療法人河崎会　水間病院

　精神科病院におけるリスクマネジメントが重要視されている。精神病患者様は薬の副作用、幻覚や幻聴などの精神症状による注意力や自己認識等の低下、運動不足等でバランス能力は容易に低下しやすいと言われている。精神科では一般科とはことなって、与薬ミスの次に転倒・転落事故が多いと報告がある。転倒の場所は病室内が３４％を占めており、転倒事故は防ぎ切れない側面をもっている。転倒で受傷すると日常生活活動、生活の質が低下し、家族を含めた社会的負担が大きくなる。事故防止は予見、回避の努力をした上で転倒しても怪我に至らないという損害最小の考え方を同時に進めて行く事が重要である。

　転倒事故防止のためには、転倒予防運動を行う事が有効ではないかと考え、転倒事故数の減少化を検討する事を目的として転倒予防運動を行ったとの発表であり、対象としては入院中の院内自立歩行患者様２８名（男性１９名・女性９名）平均年齢６０．５±１４．４歳。

方法は筋力トレーニングが立位姿勢での膝の屈伸運動と座位姿勢での膝の伸展運動。バランス訓練は外乱保持・重心移動・四肢の動きに応じた重心運動、床への座り込み・床からの立ち上がり運動とし、実施機関は週２回、３ヶ月間とした。評価項目は転倒リスク評価として転倒質問表（１５点満点）現病歴・内服状況・FIMを調査しファンクショナルリーチテスト、Timu　UP　＆　Go　Test、閉眼片足立ち時間の測定を行ったとのことであった。

　「当院における患者の転倒の実態報告」

神奈川県　医療法人厚仁会　奏野厚生病院

　行動範囲が狭くなる事や長期入院により、体重増加筋力低下、心肺機能低下などのADLが低下する原因が出現しやすい。なかでも高齢化に起因するバランス障害や筋力低下、内服薬の影響により転倒し骨折に至ることがしばしばみられる。

　骨折すると数日から数週間の臥床を余儀なくされ、関節可動域制限や筋力低下により、骨折する以前とくらべてADLが低下することが多く、長期入院する事となる。

　転倒防止対策の第一歩として転倒の実態を把握し分析する事が必要である。精神科病棟の転倒について調査した過去の結果では、転倒者は高齢で他の既往歴がある、開放病棟より閉鎖病棟が多い、同一者が繰り返すとの事であった。

＜考察＞

　２つの報告から、当院でも同じような結果が出ていると思った。転倒は高齢者になるほど多く、長期入院している方の方が多いように感じる。この事から私達は何をしていかなければならないのか？個人個人に合わせたケアが大事で、服薬の内容、睡眠状態、日課の過ごし方、ADLの状態等をスタッフが共有した情報として把握する事ではないだろうか。看護計画もその時々で立案していかなければならないとも思う。

　「精神科医療におけるCSについて」

　～患者様に安心して頂ける病院を目指して～

大阪府　小坂病院

　平成１３年度より、患者様の満足度を高められるようCS（顧客満足）委員会を看護部で発足。「案内係」を看護部を中心に実施し接遇改善活動に取り組んだ結果、顧客満足に対する成果と職員の意識改革が図れたとの発表であった。①案内係実施②患者様・ご家族へ意識調査アンケート実施③職員意識調査アンケート実施④個人職員CS面接⑤CS自己チェック表⑥CS年間・月間表立案。職員自らが率先して「案内係」を実施した結果、来院者を案内するだけでなく、外来や病棟以外での患者様・ご家族への関わりが増え、病院や看護者に対する思い「生」の声を直接聞く事ができた。その事がきっかけとなり、ただ漫然と意識していたCSがより具体的な「安心感をあたえる病院」「患者・家族第一主義」を職員が意識する事ができ、また、接遇評価をアンケートや自己チェック表・面接を用いて具体的に紙面を作成したことで、他者・自己評価ができ、接遇に対して消極的であった職員の意識の向上につながった。精神科では数値で表すことができないからこそ、メンタル面でのきめ細やかさと安心感を提供しなければならず、これからの医療・看護界は企業主導型から顧客主導型へと１８０度変えていかなければならない。だからCSとは何か病院全体の意識を高める事が必要であり具体的に接遇改善活動をしなければならない。と結んでいた。

＜考察＞

　これからは患者様、利用者様が病院を選ぶ時代であり、病院は選ばれるために何が必要かと考えさせられた。医療もサービス業である昨今、接遇は大切であると感じる。顧客（患者様・利用者様）満足のため私達自身が医療従事者としての自覚をしっかり持ち、患者様から信頼される様、努力していかなければならないと思う。

　「精神科外来での患者の迎え入れ」

　マイク呼び出しからPHSへ

大阪府　医療法人長尾会　ねや川サナトリウム

　現在、精神科外来は、地域精神科医療の中心的機能を果たす場となっている。患者様は様々な理由、きっかけで病院を訪れる。その最初の出会いの場でどの様に過ごし、どの様に通じ合うかによって、その後の患者様の安心感は大きく変わるとおもわれます。患者様を呼び出す方法を従来のマイク呼び出しから、静かな環境の提供やプライバシーの保護を目的に、院内用PHSでの呼び出し方法を採用し継続している。しかし、以前行ったアンケート調査で環境的配慮では目的をほぼ達成できていたが、PHSの利用方法がわからない不安、名前で呼んで欲しいという患者様の存在、看護者がPHSで呼ぶ事に慣れ、患者様個人を迎え入れるという配慮が十分出来ていないという問題点が浮かび上がってきた。そこで他院通院歴のある初診患者様と、通院歴の全くない初診患者様を対象に調査をし検討した。結果、有意な差ではないが両群間でそれぞれの特徴が見出された。また、PHSという道具を有効に活用するためには、精神科看護の基本を守りながら細やかな配慮が必要だとの発表だった。（１日の外来数予約制７０～８０．PHS台数６０台バイブでの呼び出し）

　

＜考察＞

　精神科はやはり他科とは違いプライバシーの問題が取り上げられる事から、色々な工夫がされているのだと分った。最近では接遇の事から「さん」呼びから「様」呼びになっている病院が多くなって来ている。最初はやはり患者様も戸惑いがあり、「今までどうりがいい」「馬鹿にされているようだ」との声も聞かれていたが慣れてくれば何とも思わなくなるようだ。当院はソフトコールを使用しているが未だに慣れていない患者様もいられるが、説明をしっかりし早く慣れてもらう様にと思う。

ランチョンセミナー

　「自殺予防を目標とする地域介入プログラムの開発」

座長：神戸大学院　医学系研究科　環境応答医学講座　

　　　　精神神経科学　助教授　白川　　治先生

演者：東北大学大学院　医学系研究科　　　

　　　　精神神経科学　助教授　栗田　主一先生

　最近自殺の傾向が著しく増加してきているとの話で、その多くは鬱によるものであるとの事。そして中高年の女性に多く、都会より農村に多く見られるとの事であった。地域に自殺予防の相談出来る箇所を設置している都道府県が数箇所あり、青森県名川町（他に六戸町、田子町がモデル事業として対策設置している）の名前があった事（県単位で取り組み中）に、自分の無知、勉強不足に恥ずかしさを覚えてしまった。発展途上国である日本が自殺の上位に位置しているとの事でもあり、これからは地域での介入が必要であるとの

提言であった。

　

＜考察＞

　精神科外来には多くの鬱症状の患者様が受診している。若い人たちはリストカット・大量服薬等しても加減をわきまえているようだが、中高年の方はそれが無く自殺に陥ってしまうのだろうか、丁度更年期とぶつかり症状が加速するのだろうか、又精神科を受診することに抵抗を感じて、自分ではどうしようもなくなり自殺をえらぶのだろうか、地域でそれらに対応していくシステムが出来て精神科との連携が出来れば自殺も減るのではないだろうかと思う。

７月１６日（金）

スライドセクション

　「訪問看護の実際」

～生活を支えるということ～

兵庫県　医療法人恵風会　高岡病院

　精神障害者の地域生活支援・社会復帰の促進が叫ばれている。外来治療の機能は医者と患者様との治療関係では地域社会で生活していく当事者や家族のニーズに応えることが出来なくなってきている。訪問看護、デイケア、地域家族会や関係機関との連携など当事者にとって住み慣れた環境で必要な時に適切なサービスが受けられる、各々のニーズに対応可能な外来治療システムの拡充が必要となる。

　PSWによる訪問看護を平成６年４月から実施し、本年3月現在までの訪問看護の利用者は男性45名、女性49名そのうち男性10名、女性14名が今でも現在継続中である。訪問看護の必要性は①話し相手②生活状況の把握③日常生活に関する助言④金銭管理に対する助言⑤再発、再入院防止の為の服薬・受診援助⑥家族間の問題・不安に対する援助等が揚げられ、その具体的内容は各々が患者（家族）との個別的な関わりとなるため奥が深い。

　日本では、昭和61年4月から精神科訪問看護・指導料が報酬点化され、その後数々の実践報告や研究が発表され、全国的に研修会等も実施されているが、問題の個別性や地域によって、マニュアル通りに援助が進められないのが現状である。特に社会人経験が浅い新米ＰＳＷが初めての訪問看護を受け持つ場合、最初は当事者や家族の訴えに翻弄され、対応の仕方に戸惑い、何でも屋のように働いてしまう事がある。継続的な関わりの中で、やがて信頼関係が生まれてくることに気付く。

　訪問看護は、当事者や家族だけなく我々ＰＳＷも当事者や自己の専門家を磨く上で有用なシステムとなっている。当事者の生活を側面的に支える役割として、施行錯誤しながら地域で奮闘しているＰＳＷの姿を他職種の方々に理解していただくとともに、今後、当事者理解のために少しでも役に立ちたいとの発表であった。

＜考察＞

　訪問看護の必要性を改めて考えさせられる発表だった。精神科患者様に対してのケアは看護師だけではなくＰＳＷも深く関わっていくことも大切であり、色々な職種の人たちの関わり、連携が重要であると感じる。訪問する事で患者様の様子をいち早く把握し再発予防・再入院防止につなげていければ訪問看護としての仕事に自信が出てくると思う。内科での訪問を経験した事があるが、精神科の訪問にも携わって行きたいと考える。

「精神保健福祉法34条（移送条項）には地域医療はないか？」

～訪問看護師同行で移送による入院ではなく在宅医療で治療継続～

大阪府　医療法人北斗会　さわ病院

　200０年4月の精神保健福祉法の改正で移送条項（法34条）が誕生した。移送手順において、事前調査が必要とされているが、この時「地域精神保健活動はあっても地域精神医療サービスを提供しようとする働きはない」（臨床精神医学、2000、精神科2002、精神科2003）と澤Ｄｒは述べている。澤Ｄｒはこれまで大阪府あるいは大阪市からさわ病院に移送のための診療依頼のあった8例の内、4例の移送のための診察に訪問看護師を同伴して行き、入院をさせずに治療に導入し、さらに治療を地域で継続させられないかと試みた。3例は入院になったが、入院させずに往診と訪問看護で治療を継続出来た症例の発表だった。

　症例　K．Ｙ氏　56歳　男性

　主訴：夜間大声を出し近所からも苦情が出ている。

　現病歴：兄弟2人で弟と自宅にいる。大卒後退職し、自宅に引きこもっていた。母が売薬の鎮静剤を一時

　　　　飲ませた程度で、精神科受診はなく、34～35年前から夜間大声を出し近所が盗聴している。犯罪だ

　　　　と言い、昼夜逆転していた。近所から苦情もあったが、受容的な家族であった。母は昨年亡くなり、

　　　　父は高齢でこのまま続けて行く事が困難になっており、保健センターに相談があり、事前訪問で要

　　　　治療と診断され、こころの健康センターは34条申請を受理し移送診察となった。

　現在症：34条診察時、突然の訪問に驚きと怒りを示し、近所が覗き、盗聴している。それを先に止めろという。何とか説得し薬を飲まなければ入院という事をかけ引きにして服薬を納得させた。初回は医師の面前で服用させ、今後１週間訪問看護師が毎日1T服用させることを約束した。その後も１週間は4回」訪問看護をし、1週間後再度往診し、訪問看護は週2回とした。その2週後からは週1回とし、弟もケア提供メンバーの一人になり、治療継続がおこなわれて、地域からも除外されることなく現在に至っている。

　今回の症例から先に述べたように、34条にはそのシステム上、地域精神保健活動はあっても、地域精神医

療は無い事が言えると述べていた。

＜考察＞　

　精神保健福祉法について無知な私に反省をさせる内容の発表であった。精神科に勤務し満2年が経っているのに、法的な部分に関しての知識が何も無い事に自分自身が一番がっかりしてしまう。この発表を機に法的な事について勉強しなければと思っている。精神科の患者様は病識のない方が多い、又家族もそれを受け入れる事が出来ない。特に高齢の方に多いように思われる。精神科に行くのは世間体が悪いとのイメージが未だにあるのではないだろうか。その事で病状が悪化し取り返しのつかない事になっているのではないだろうか。病院受診に抵抗ある人には往診という事も必要なのかもしれない。

「精神科病院のPSW　外来機能の充実のために今求められるもの」

大阪府　医療法人長尾会　ねや川サナトリウム

　現在、患者ニーズの多様化、入院医療から地域ケアの推進など、精神科医療福祉は、今まで以上に変化を求められてきている。この変化にPSWとして応じていくためには、今までも体制では、その変化に対して柔軟に対応し、役割を果たす事ができないのではないかと考え、PSWの担当方法を見直す事に」なった。これまでの担当方法は、入院患者様が中心で、入院歴のない、通院患者様の場合、患者様からの求めが無い限り担当者が決まらないものであった。そのため、新たに外来専任者を配置し担当制に変更したことにより、訪問等の介入が素早くでき、患者様の生活面を見る機会が生まれ、社会的視点からの捉え方が容易になった。また、外来スタッフや外部機関との積極的な連携にて、ケースの共有化及び統一した関わりを展開でき、そこからサポート体制の構築につながり易くなった。しかし、その分ケースの継続性に留意が必要となり、担当変更等で患者様を見失わない関わりが必要である。外来担当PSWの今後の課題として、①外来患者様の把握と連携：隠れたニーズを持つ患者様への介入、及び情報の共有のため気軽な情報伝達の重要性を意識化とそのシステム作り、退院予定患者様へのカンファレンスを実施。②グループワークの実施：治療中断、既存の資源に馴染めない患者様へ向けて。③情報提供の方法等が挙げられる。これからは、患者様を中心とした、社会生活へと目を向けた積極的な働きが求められていると考えるとの発表だった。

＜考察＞

　PSWの仕事の幅の広さを感じた発表だった。PSWは患者様の全てと言ってもおかしくないような事を把握していなければならない事。今外来勤務をしているが患者様一人一人をどれだけ把握しているかと、言われたら殆ど把握出来ていない様に思う。それではいけないと実感しこれからは患者様の事をもっともっと知る様にしようと思う。ここでも他部署との連携がいかに必要かと感じさせられた。

「退院援助についての考察」

～社会資源を利用して～

兵庫県　正仁会　明石土山病院

　精神科障害患者様の長期、社会的入院は今まだ精神医療のおける大きな問題の一つである。精神科障害の社会復帰は社会的な偏見、地域サービスの不拡充から困難な事が多い。その中で当院において社会復帰できた事例を精神保健福祉の観点から3例紹介。

　【事例】

1 30歳　男性　統合失調症

情動不穏、対人恐怖を訴え14歳初診。対人接触を拒み、身辺の世話、服薬管理など26歳頃まで母親が行っていたが母親の死去により生活維持が困難となる。自閉傾向であったが、独り暮らしの希望は強く、独居生活への援助を開始。住宅確保と共に生活能力の向上を目指し、面接・外出の付き添い等繰り返し、自己決定できるよう援助を進め、独居生活を実現。現在、訪問看護サービスを取り入れ、生活している。

2 50歳　男性　統合失調症

18歳頃より絶望感が強く虚無的に過す。25歳時に自殺未遂、30歳時精神科初診。38～44歳まで入院。

独り暮らしに関心を示すが、家人の反対、経済的不安があり、退院後グループホームに入所。訪問看護サービスを受けながら共同作業所へ通所。入居1年後には服薬、金銭管理が出来るようになり、訪問看護師や相談員が付き添いながら自宅への外出を繰り返した。その後、家人の理解も得て、入居5年後、GH退居し家人と暮らし始め、現在も共同作業所に通いながら通院している。

3 64歳　男性　統合失調症

発症40歳頃、20年の長期入院により社会復帰に大きな不安を抱いていた。不安等を取り除けるよう面談を繰り返しすことから援助を開始。その後、体験入居を経てGHへの入居。日中はOTへ通い、レクリエーションを通して無為自閉を改善。服薬管理等は訪問看護師の指導により自己管理が可能となる。その後、自らアパートでの単身生活を希望するまでとなり、現在はアパート暮らしを維持できている。

援助者は患者様の環境変化による情動不穏や訴えに対応出来る柔軟性とエンパワメント・アプローチが重要だと思われるとの発表だった。

＜考察＞

　当院も退院援助を行っているが、家族の協力が得られず長期入院を余儀なくされている患者様がいるのが現状であると思う。生活訓練施設・グループホーム等への入所もやはり家族の協力がなければ、実現できない事である。資源をいかに活用していくかが大切で、それによって沢山の患者様が社会復帰できれば、良いと思う。私たちだけでは無く、やはり家族の協力が大きく影響し、又患者様自身の自覚というものが必要であると思う。それをどうするかが、チーム医療の連携に結びつくのではないだろうか。今家族に対しての勉強会等の試みにも力を入れているので、良い方向付けになればと思う。

「精神障害者福祉ホームB型の今後の課題」

広島県　医療法人　せのがわ精神障害者福祉ホーム　

　　　B型　アンゲネーム

社会復帰施設には様々な種類がある（グループホーム・生活訓練施設等）。これらは、長期在院患者様の対応として、目的・利用機関が各々少しずつ異なっている。福祉ホームB型は長期在院患者様の社会復帰に向け、地域での受け皿の多様化を進めるべきという要請の中で生まれてきた社会復帰施設であり、入所期間は5年（延長可）の「通過」施設とある。当施設は平成13年4月1日に定員23名で開設された。現在入所者23名。男性14名、女性9名であり。65歳以上が52％を占める。平均年齢は65歳である。対象利用者が高齢である為、当施設ではバリアフリーとした。また、長期の利用に対応出来るよう倉庫を設置している。年齢・利用者様の症状を考察したときに、社会復帰施設として運営していくには大きな課題がある。平成16年4月で開発して3年を迎え、今後利用者様をどの様に処遇したらよいか考察する。

＜課題及び問題点＞

1． 利用者様が高齢である。利用者様の５２％が65歳以上である。

2． 疾患が精神障害だけでなく、内科や身体合併症も併発されている。

3． 福祉だけでなく、医療・介護の視点も必要となってくる。

＜処遇方針＞

1． 入所3年を迎える人から、随時、社会復帰に向けての援助をする。（家族がおられる場合は、家族も参加）

2． 65歳以上の入所者は、介護保険を考慮せざるを得ない。

＜まとめ＞

　精神科保健福祉の今後は、入院中心から地域生活へとの流れの中、精神障害者福祉ホームB型は将来、医療と介護保険を両立させた施設への転換も考えられるのではとの発表だった。

＜考察＞

　退院後社会復帰施設に入所するも高齢者が多く、社会復帰出来ない状況があるのは事実である。「青風荘」の入所者様もやはり高齢の方が多い、服薬の自己管理の出来る利用者様も少なく社会復帰に向けては難しい状況である。今後はやはり介護保険との両立が必要となってくるのではないだろうか。

　「個人ユニットを活用したメンタルケアの拡がり」

～患者様のニーズと提供される看護ケアの隔たり～

青森県　医療法人青仁会　青南病院

　

　最近は、精神科病院における病床の機能分化の必要性や地域での支援体制の強化が叫ばれている。それは、精神科疾患の多様化や小年齢化の流れから考えると、当然といえる。

　当院は、平成8年度から少しずつ旧病棟の建て替え作業を進めながら、同時に、地域における当院の役割を見つめなおすという作業を行ってきた。昨年度の工事で、私達は、全個室病棟ユニットという治療環境を整備した。

　個室という治療空間を加える事により、今まで統合失調症中心の枠組みしか持たなかった当院で、ストレス性疾患や神経症関連疾患等、新たな分野の精神疾患を治療できる環境が整えられた。

　これまでの病棟増築工事により、ハード面での治療環境を整えることはできたが、今後はソフト面での治療環境を充実させていく必要性を感じている。

　今回、この機会に、特に個室ユニットでのケアについて検証し、患者様のニーズと私達が提供しているケアの間にある隔たりを見出し、その隔たりをいかにして埋めていけばいいかを考えてみたい。

＜考察＞

　当院の発表ではあったが、新鮮に聞く事ができ感動した。これからの精神科医療に求められる事は何なのか、看護する私達の意識を変えていかなければならない様に思う。患者様が今必要としている事、してほしい事を感じとる事が大切で、いかに信頼関係を持ち何でも話してもらえるようにするには、を考えながらこれから仕事をしていきたい。

　
＜まとめ＞

　全てが初めての事で、戸惑ってしまったとのことが本音である。入社して満2年今まで研修に出かけた事がなくいきなりの学会参加。参加して最初に思った事は皆、はつらつとしている事。沢山の発表を聞こうと、手際よく行動していた。私と言えば頭の中では「あれも、これも。」と思っていたのに、報告できた発表は同じ内容の事ばかりだったのが、反省点である。発表を聞きどこでも同じ様な問題を抱えていると思った。　　

　精神科の抱える問題を自分なりに考え、わからない事は聞きながらこれからの仕事に役立てていければ、良いのではと思う。思うだけではなく実践していきたい。

　今回、学会に参加させて頂いた事ありがとうございました。また機会があれば参加し今度は沢山の事を報告できればと思う。




















